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戦後琉球政府における海外移民政策の歴史と実態（2）

石 川 友 紀

Ⅰ．はじめに

Ⅱ．戦後海外沖縄移民送出の 1950 年代後半の琉球政府の移民政策
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Ⅰ．はじめに

　沖縄移民研究センターの機関誌『移民研究』第 17 号（2021 年刊）で同上テーマによる（1）

として第 2 次世界大戦後沖縄県において，日本本土よりいち早く海外移民を送り出した琉

球政府による移民政策の歴史と実態を，玉城美五郎氏が所蔵していた琉球政府関係資料よ

り，時系列を追って記述してきた 1)。前号では 1940 年代後半（1946 ～ 1949 年）の記述か

ら始め，1950 年代前半（1950 ～ 1954 年）まで琉球政府の海外移民政策の詳細な記録を追っ

て書き進めてきた。本号ではその後 1950 年代後半（1955 ～ 1957 年）の琉球政府における

海外移民政策を取り上げる。この時期は戦前移民から継続してきたブラジル，アルゼンチン，

ペルーへの戦後移民も盛んとなるが，琉球政府が独自に送り出したボリビアへの計画移民

の記述が圧倒的に多くなる。

Ⅱ．戦後海外沖縄移民送出の 1950 年代後半の琉球政府の移民政策

　1955 年（昭和 30）1 月 5 日「在ペルー国，具志堅善光氏から主席あて，ペルー国北部地

方の開発に伴い沖縄から農業移民導入について，関係筋と折衝中であるとの通報があった。」

　1955 年 1 月 6 日「移民団長から主席あて，入植地に悪性マラリアが発生して，80 余名

の罹病者と 4 名の犠牲者を出した，救援乞う旨電報があった。それに対して，政府は , 直

に民政府へその旨報告し，米国政府，ボリビア政府，駐ボ国米国ポイントフォア代表へ対

処方依頼すると共に，ティグナー博士，ジャッド議員，リーディング中佐，赤嶺ホセ，崎

浜秀行あて，対処方協力依頼をした。」1955 年 1 月 8 日「ワシントン政府から直ちに在ボ

国代表団に指令した，こちらからも派遣する旨，電報があった。」

　1955 年 1 月 10 日「ボ国農林大臣から主席あてに，1955 年計画移民については，12 月

から 3 月までは雨期で受け入れ準備が整はないので，送出を延期するように要請があっ

た。」1955 年 1 月 11 日「ウルマ移住組合，連絡員崎浜秀行氏から「ボ国政府，ポイント

フォア代表から医師が救援に向った，崎浜氏も薬品携行で現地に向う」旨通報があった。」
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1955 年 1 月 11 日「昨年 12 月 13 日付ロイヤル汽船会社と 1955 年度計画移民輸送に関す

る契約を取消す旨通達した。」

　1955 年 1 月 12 日「スタンフォード大学のティグナー博士から電報で「医師及び農学者

が現地へ赴いて事態はうまく収拾された。」1955年1月12日「米国下院議員オルター・ジャッ

ド氏から悪疫発生に対して適切な処理をとる。なお沖縄から米国へ年間 100 名の移民割宛

[ 当 ] の実現に努力する旨，通報があった。」

　1955 年 1 月 25 日「ウルマ植民地犠牲者の遺族に対して悔状を発送した。（現地及び郷

里の両方へ）。」1955 年 1 月 26 日「主席から民政官あて，ボリビア国へ移民対策の為に移

民使節派遣について請願した。」1955 年 1 月 26 日「ウルマ移住組合長赤嶺氏，連絡員崎

浜氏，移民団長あて，悪疫発生に関して調査依頼した。」

　1955 年 2 月 1 日「米国政府から電報によると，「国際連合世界保健衛生機構（W･H･O）

代表と移民次官が現地へ赴いた。ボ国政府の環境衛生対策によって疫病は防遏された。」

　1955 年 2 月 1 日「沖縄産業経済新聞社主催でボ国開拓士慰問運動が開始された。」

　1955 年 2 月 11 日「移民団評議委員長新里文徳氏から主席あて，入植地移動に関して報

告があった。」1955 年 2 月 13 日「移民団長から主席あて，入植地の移動許可された旨電

報があった。」1955 年 2 月 15 日「主席から在ボ国日本人会長末松互三氏及び沖縄人会長

上運天英盛氏あて，今回のウルマ植民地の疫病発生に対し救援の御礼状を送付した。」

　1955 年 2 月 15 日「主席から首席民政官と琉球銀行総裁あて，ボ国ウルマ植民地の疫病

発生に関して，罹病者あて，治療費送金許可を要請した。」1955 年 2 月 18 日「移民団長

長嶺氏から主席あて，疫病発生後 10 名の犠牲者と 3 名の転住者があった旨報告があった。」

　1955 年 2 月 23 日「ウルマ移住組合会長赤嶺氏から主席あて，疫病発生後状況報告があっ

た。」1955 年 2 月 25 日「日本政府は在ラ・パス市初代領事として，中川事務官を発令し

て近く赴任するとの情報がロイヤル汽船会社東京支社から沖縄代理店へ通報があった。」

　1955 年 2 月 25 日ウルマ植民地の疫病発生に際して尽力した，ジャッド議員，パウエル

在ボ国米国ポイントフォア代表，リーディング中佐あて，御礼状を送付した。」1955 年 2

月 25 日「主席からボ国大統領，及び農林大臣あて，疫病発生に関連して，新入植民地割

宛 [ 当 ] 方を要請した。」1955 年 2 月 26 日「ウルマ組合崎浜秀行氏から社会局長あて，疫

病発生後の情況報告があった。」

　1955 年 3 月 2 日「主席から崎浜秀行氏あて，山川社会局長及び照屋医師を移民使節と

して派遣するに付，査証取付手配をした。」1955 年 3 月 4 日「立法院から国際連合，在ボ

米国大使館あて感謝状議文を送付した。」1955 年 3 月 8 日「主席から首席民政官あて，今

回の移民使節の用務その他について報告をした。」

　1955 年 3 月 12 日「那覇琉米文化会館にて移民使節を囲む座談会を開催し，各層の意見
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を聴取した。」1955 年 3 月 16 日「民政府移民調整官ハウ中佐の転任に際し感謝状を贈呈

した。」1955 年 3 月 16 日「移民使節出発に際して社会局長から関係国各関係機関へ挨拶

状を送付した。」

　1955 年 3 月 16 日「スィジイ氏から山川局長あて，連絡とお礼の書簡があった。」1955

年 3 月 19 日「主席からボ国大統領あて移民使節派遣についてメッセーヂを送付した。」

　1955 年 3 月 20 日「移民使節，山川泰邦氏，照屋善助氏，嘉手納空港から東京，北米経

由ボ国向け出発した。（6 月 28 日に帰任した）。」1955 年 3 月 31 日「移民使節，ワシント

ンにて，非公式に米国政府関係要人と会見し，海外移民の重要性を強調し，その促進に資

した。（ジャッド氏らの米国下院外交委員会極東小委員会において）。」

　1955 年 4 月 6 日「主席からハワイの岡本南針氏あて，ボリビア移民についての配慮に

対してお礼の書簡を送付した。それに対し，南米視察用務概要報告があった。5 月 3 日付

社会局長代理次長からお礼状を送付したのに対し，海外移民の促進を計る為に沖縄を来訪

したい旨返事があった。」

　1955 年 4 月 22 日「4 月 7 日付で移民団長から行政主席あて，疫病発生の原因，新入植地，

移動について米，ボ国側からの諸援助，在伯沖縄協会その他からの慰問及び援助，移民の

保護，金庫融資据置延期，新垣氏外 2 名に感謝状贈呈，移民送出などについて連絡があっ

た。」1955 年 4 月 25 日「4 月 15 日付米国ジャッド下院議員から稲嶺海外協会長あて書簡

によるとボ国移民も病疫の為に一時中止状態であったが 1955 年の後半期から計画も軌道

に乗せる為に努力するが，南洋群島移民については余り期待できない旨連絡があった。」

　1955 年 5 月 4 日「4 月 15 日付在伯沖縄協会長から行政主席あて書簡によると，ボ国移

民団の慰問激励と実地踏査の為に花城清安氏，屋比久孟清氏が派遣され（3 月 24 日），旧

耕地から新耕地への移動によって前途有望であると報告している。」1955 年 5 月 4 日「4

月 19 日付行政主席から在伯沖縄協会長及び南米時事新聞社長あて御礼状を送付した。」

1955 年 5 月 4 日「［2 月 16 日付］伯国麻州カンポグランデ市新垣清吉氏，薬品，食糧品を

携行して被災者見舞があった。」

　1955 年 5 月 4 日「4 月 24 日付移民使節及び移民団長から行政主席あて書簡によると，4

月 16 日及 22 日に移民会議を開催して，新入植地の状況報告及び移動についての具体的援

助の方法について協議した。リーディング中佐，ウィーン氏（インテルアメリカの主任），

ヘンニー氏（前任），エトキン氏（ウィーン氏補佐），レメルティン氏（コプラション主任），

両使節，移民団及び理事会代表，などが出席した。」

　1955 年 5 月 16 日「4 月 27 日付在伯沖縄協会長から行政主席あて，移民事業を推進する

為，沖縄では移民課，日本では適当な事務委嘱のできる者を推薦するように連絡があった。

それについて，社会局代理次長から山川，照屋両使節の使命と土地代表のワシントン入り
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を知らせて今後の協力方を要請した。」

　1955 年 5 月 10 日「4 月 29 日付，使節及び団長から行政主席あて書簡によるとラパスに

て米国対外活動本部代表との折衝状況，特に病疫処理及び新耕地移動について感謝を述べ，

土地取得権に善処すると共に，55 年度待機者の送出については移動完了後考慮する旨回

答があった。開拓庁において移動準備の進捗状況及び入植後の食糧問題について協議した。

農林大臣と会見して機械類の貸与について確約を為した。」

　1955 年 7 月 6 日「1955 年度ボ国移民待機中の 109 世帯 459 名の動静を調査した。」1955

年 7 月 11 日「山川，照屋両移民使節の帰任挨拶を，ハワイ，北米，ブラジル，ボリビア

などの関係方面へ，移民団の近況及びボ国移民の将来性を強調して，今後の協力方を依頼

した。」

　1955 年 7 月 19 日「移民使節報告講演会を 21 日南部，22 日中部，8 月 1 日北部で開催

し盛会裏に目的達成に資した。」1955 年 7 月 20 日「琉社移第 35 号にて行政主席から首席

民政官あて，ボリビア計画移民の家族 120 名を早急に招致できるよう要請した。9 月 4 日

移民団から社会局長あて，120 名家族受入可能早急に送出せよとの電請があった。」1955

年 7 月 23 日「6 月 29 日付，在暮沖縄人会長上運天英盛氏から行政主席あて，ワシントン

から，南米へ旅行延長を依頼したのに対し，社会局長から返事を出した。」

　1955 年 8 月 9 日「琉社移第 39 号にて行政主席から首席民政官あて，ボリビアへ移民指

導員を派遣することについて許可するよう要請した。」1955 年 8 月 12 日「7 月 6 日付米国

国防省移民担当官リーディング中佐から稲嶺海外協会長あて書簡で 80 万弗の内 18 万弗が

ボ国移民の諸設備費として承認された旨通報があった。」

　1955 年 8 月 15 日「移民団長から行政主席あて，「8 月 10 日移動完了す，援助資金多大

にして全員張切る。疫病後なし。」との朗報に接し，関係各方面へ協力に対する感謝の電

報を発した。（ティグナー博士，ジャッド議員，リーディング中佐，在ボ国ウィーン氏，

新垣庸英氏）。」1955 年 8 月 15 日「南米呼寄移民（伯 101，亜 13）に対し，エチケット教

育を沖縄会館において実施した。」

　1955 年 8 月 22 日「行政主席から首席民政官あて，海外渡航者健康及び検疫証明書の発行

者を那覇検疫所長に指定したので，関係方面へ登録申請する為，推薦状交付方を依頼した。」

1955 年 8 月 25 日「7 月 29 日付在亜沖縄連合会長仲間嘉氏から行政主席あて，農業呼寄移民

を強力に推進したいので補助金その他の便宜が講ぜられるかの照会に対して，亜国内におけ

る雇傭条件などを問合わせて強力に推進するように社会局長から返事を送付した。」

　1955 年 8 月 25 日「8 月 14 日付移民団評議員会代表新里文徳氏から社会局長あて，移動

後の状況報告があった。」1955 年 8 月 27 日「在暮国米国ポイントフォア移民指導官ウィー

ン氏あて，家族送出及び次期移民 1,000 名に対する土地獲得などについて推進方社会局長
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から依頼した。」1955 年 8 月 30 日「8 月 18 日付在伯沖縄協会長から社会局長あて，ボ国

移民団慰問品引受について書簡があったので，現地の団長あて対処方依頼した。」

　1955 年 9 月 7 日「ボ国移民待機中の者（275 名）に対して，9 月 7 日から同月 9 日まで

黄熱病の予防接種を那覇検疫所及び各保健所（胡差，名護，宮古）にて実施した。」1955

年 9 月 14 日「9 月 17 日那覇出発予定のチシヤダネ号に乗船する呼寄移民 134 名（伯 89，

亜 45）に対し，エチケット教育及び船中自治会の指導を実施した。」

　1955 年 9 月 16 日「局長からリーディング中佐へ待機中のボ国移民家族 120 名の送出促

進方を依頼した。9 月 27 日付での返事でボ国政府へ照会中である，なお，渡航費の助成

についても折衝中であるが 2，3 ヶ月後に確定されるとのこと。」1955 年 9 月 20 日「局長

から移民団長あて，家族 120 名の送出，移民指導員の派遣及び次期移民 1,000 名送出の為

の土地の確保について強力な折衝方を要請した。9 月 26 日付その件について局長から在

ボ国有力者 4 氏（新垣，比嘉（光），比嘉（仁），上運天）[ に ] 強力なる推進方を依頼した。」

　1955 年 9 月 22 日「在ハワイ，岡本南針氏が 28 年振りで帰省したので，同氏は郷土復

興及び海外移民問題について尽力した方で，ボ国移民について講演会を開催すると共に米

国難民救済法による移民導入及び移民農業研修生の導入などに尽力された。（滞在期間 9

月 22 日から 11 月 19 日まで約 2 ヶ月間）。」1955 年 9 月 26 日「さきに送付したボ国移民

慰問品の処置について，在伯沖縄協会長及び移民団長あて連絡をした。」

　1955 年 10 月 1 日「琉球海外協会主催で在外資産獲得要求大会が那覇市国際劇場で開催

され，日本政府へ折衝の為代表派遣と事務局設置，決議文などを採択した。」1955 年 10

月 3 日「米国陸軍省ディーリング中佐から 9 月 27 日付で山川社会局長あて，ボリビア移

民家族 120 名送出及び渡航費の資金割宛 [ 当 ] については２，３ヶ月を要する見込であると

の連絡があった。」1955 年 10 月 7 日「在ボ国，うるま移民団を 9 月 9 日に公法人コロニ

ア沖縄農業協同組合に改組した旨，組合長新里文徳氏から通報があった。」1955 年 10 月

11 日「在ボ国コロニア沖縄農業協同組合長新里文徳氏から「家族移民の入国交渉の為，至

急名簿送られたし」と社会局長あて電報にて要請があった。10 月 14 日付呼寄家族 40 世

帯 125 名の名簿を送付した。」

　1955 年 10 月 11 日「9 月 24 日付でコロニア沖縄協同組合長から社会局長あて，米国か

ら 18 万弗の開拓機材の援助，家族移民の受入，移民指導官派遣不要などについて，現地

指導官ウィーン氏との打合の状況報告があった。」

　1955 年 10 月 28 日「ボリビア移民地における不明病原について，米国中央伝染病研究

所並びに米国陸軍軍医学校附属衛生試験所勤務の J・R・シュミレット博士から情報がも

たらされた。」1955 年 11 月 1 日「米国下院軍事委員会軍用地調査団の随員キング大佐を

囲んで移民促進懇談会を開催した。出席者は主席以下関係者，海協，移民金庫など，南米
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ボリビア移民，呼寄移民，南洋群島及び東南アジア諸地域への移民，米国難民救済法によ

る移民などの促進について，その他の移民問題について懇談をした。」1955 年 11 月 9 日「在

亜沖縄連合会長仲間嘉氏から社会局長あて，農業呼寄移民の促進及び労務賃金について連

絡があった。」

　1955 年 11 月 28 日「さる 7 月 20 日付でボリビア移民家族 125 名送出し請願に対し，ボ

国政府から許可が與えられた旨民政府から主席あて通知があったので直に市町村を通じて

本人へ通達し，渡航手続事務を開始した。」

　1955年11月30日「コロニア組合長新里氏から山川局長あて，土地問題について，ランディ

バル氏の私有地，4,200 町歩の内 3,800 町歩とそれに包含される施設などで 8,000 万暮貨で

買収交渉した。土地１町歩に付 6,000 暮貨を開拓庁から補助するが残部は組合負担となっ

ている。組合は登記後受入母体となること，次期移民受入については土地問題の解決に米

国の援助を必要とすることなど連絡があった。」

　1955 年 12 月 6 日「米国下院外交委員会に移民促進資料をもって（人口動態，戦前の移

民，現在の移民，今後の移民問題に対し），米国政府の強力なる援助方を要請した。」1955

年 12 月 9 日「在ボ国移民指導官ウィーン氏から山川局長あて，米国の援助の内容及び家

族呼寄などについて連絡があった。（17 万 3,000 弗，ブルトーザー 3 台，トラックター 5 台，

トラック 2 台，ジープ 1 台，その他機械，有刺鉄線など）」

　1955 年 12 月 9 日「主席から立法院議長あて，さる 10 月 31 日付で送付があった議決第

13 号の農業移民に対する移民金庫融資方に関する要望決議については，ボ国移民送出が

確定して残余の資金で充当するようにしたい旨を回答した。」1955 年 12 月 18 日「那覇港

からロイヤル汽船チチャレンカ号にて，ボリビア移民 120 名，ブラジル移民 38 名，アル

ゼンチン [ 移民 ]15 名計 173 名を午後 5 時に送出した。ボ国家族移民 120 名については 2

月 15 日に無事全員到着した旨電報があった。」

　1955 年 12 月 27 日「在ハワイ岡本南針氏から米国難民救済法の適用による移民につい

て照会があった。」1955 年 12 月 28 日「主席から首席民政官あて，ボリビア移民の伯国上

陸に際して米国在伯機関に協力方依頼すると共に日本外務大臣あて書簡を送付して良いか

照会した。1 月 4 日付でボ国移民については，駐ボ米国機関から援助があるから外部から

援助はいらない旨回答があった。」

　1955 年 12 月 29 日「主席から首席民政官あて，1956 年度ボリビア移民送出に必要な入

植地の獲得斡旋及び渡航費援助についてを照会した。」1955 年 12 月 29 日「ブラジル大使

館領事々務局から移民の査証出願規定を変更された旨 1 月 14 日付東京の鈴木氏から連絡

があった。」

　1955 年 12 月 31 日「本年 1 月から 12 月までの海外移民，アルゼンチン 258 名，ブラジ
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ル 795 名，ボリビア 120 名，豪州 24 名，計 1,197 名。戦後 1948 年から本年［1955］末ま

でアルゼンチン 2,032 名，ペルー 38 名，ブラジル 1,461 名，ボリビア 573 名，メキシコ 3 名，

その他 5 名，豪州 24 名累計 4,135 名となっている。」

　1956 年（昭和 31）1 月 5 日「移民の農業研修生推薦方依頼を各市町村あて発送した。1

月 11 日付で岡本氏からハワイでの身元引受人 4 名の住所氏名と受入準備ができた旨通知

があった。1月 24日希望者 21名から 8名を選考して民政府系官[へ]推薦するようにした。」

1955 年 1 月 9 日「移民金庫法の余裕金の預金の項の改正について民政府へ伺つたのに対し，

2 月 26 日付で琉銀以外に預金することはできない旨回答があった。」

　1956 年 1 月 13 日「民政府移民調整官からの依頼によって南洋群島残留者調査を各市町

村長あて通達し，同月 26 日残留者 20 名について，島名，氏名，年令，性別，沖縄にいる

親類の住所氏名続柄について報告した。」1956 年 1 月 18 日「局長から在東京ボ国領事あて，

さる 12 月便で乗船できなかった神谷房康，房勝両名は 1 月 17 日ボイスベン号にて出発し

たので，査証の再発行方を依頼した。」1956 年 1 月 31 日「各市町村長あて海外在留同胞

数を移民促進資料として調査報告方依頼した。」

　原典の玉城美五郎氏の「海外移民関係重要記録」（1948 年以降）の年表では上記の 1956

年 1 月 31 日のつづきの記述は 1956 年 3 月 20 日となっている。その間 2 月の 1 ヶ月分と，

3 月 19 日までの年表の記述が見当たらない。その間の原典の年表に移民関係の重要事項

の記録がなかった理由は不明である。以後の年表の記述も月日の空きすぎる状況は少なか

らず見受けられる。本稿においては以後の記述は原典のとおり進めることにした。

　1956 年（昭和 31）3 月 20 日「ハワイ大学農業普及部長バロン後藤氏から米国民政府移

民調整官あて，沖縄移民のハワイ農業研修生の研修計画について，提示があった。」1956

年 3 月 28 日「［社会局長から］カンボジア及びイラクなどの移民計画につて，駐日代表事

務所を通じて照会した。」

　1956 年 4 月 25 日「米国民政府移民調整官の依頼があって，沖縄カンボジア間の運賃，

列島内移住に必要な定着費，製麵，製粉，製糖などの事業について資料を提出した。」

1956 年 5 月 16 日「［社会局長から］在伯沖縄協会長あて，産業開発青年隊の受入を電報

にて照会した。5 月 23 日受入可能なり，具体案知らせの返電あり。」1956 年 5 月 16 日「［社

会局長から］ボリビア移民の促進の折衝方を，コロニア組会長，在ボ沖縄人会長，比嘉良

仁，比嘉良光，新垣庸英氏あて依頼した。」

　1956 年 5 月 16 日「ボリビア開発株式会社設立計画書を，同会社創立事務所代表者城間

盛雄氏から行政主席あて，『米国民政府長官あて進達方依頼』を却下した。」1956 年 5 月

20 日「伯国行産業開発青年隊募集要項案について受入側の意向を照会した。7 月 17 日付
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で若干の修正があって承諾した旨通知があった。」

　1956 年 5 月 21 日「［行政主席から首席民政官あてに，］ボリビア計画移民待機者 357 名

の早期送出を要請した。」1956 年 5 月 21 日「［行政主席から首席民政官あて，］カンボジア

の国土開発に伴う農業，漁業移民を，近距離で歴史的関係もあって，促進について要請した。」

　1956 年 5 月 22 日「在東京の沖縄海外振興会長大浜信泉氏から行政主席あて，会設立に

ついて通知があった。」1956 年 6 月 11 日「移民関係民間団体代表とバージャー首席民政

官と海外移民の問題について懇談した。」1956 年 6 月 30 日「在ボリビア，コロニア沖縄

農業協同組合長から社会局長あて，移民地の近況及び再移動についての経過報告があった。

（7 月 12 日受）」

　1956 年 7 月 19 日「ボリビア移民のその後の進捗状況について，米国民政府から行政主

席あて，情報があった。」1956 年 8 月 15 日「南米行農業技術移民の進出について，社会

局長から在伯沖縄協会長及び在亜沖縄連合会長あて照会をした。」1956 年 8 月 27 日「移

民のハワイ農業研修生，吉田正善，翁長孝治，9 月 1 日に泉川寛，屋良亀一など 6 ヶ月間

の予定でそれぞれ航空便にて出発した。（1957 年３月５日帰還する）。」

　1956年8月28日「伯国行産業開発青年隊についての募集事務を各市町村長あて依頼した。

8 月 31 日付で同件について首席民政官あて報告をした。」1956 年 8 月 31 日「伯国行移民

青年隊（産業開発青年隊）の募集するについて，募集要項及びその他参考事項を行政主席

から首席民政官あて報告した。」

　1956 年 9 月 14 日「9 月 3 日付で在伯沖縄協会長から社会局長あて照会があった，城間

盛雄氏の沖縄移住株式会社の事業計画について，「受入国で事業活動ができる法的措置が

とられているか。公益性が主であって利潤追求が目的でない。事業経営責任者」などにつ

いて伯国側で充分な検討を必要とする旨，回答した。」

　1956 年 10 月 8 日「伯国行移民青年隊候補者として福島薫氏以下 31 名を採用した。」

1956 年 10 月 8 日「南洋群島帰還者会長仲本興正氏から米国民政長官あて，南洋群島への

帰島を促進する請願書を提出するに当り，行政主席から首席民政官あて副申をした。」

1956 年 10 月 13 日「政府政務審議会において，海外移住 5 ヶ年計画案について審議し，

関係部局へ資料提出方を依頼した。」1956 年 10 月 24 日「行政主席比嘉秀平氏逝去。11 月

10 日当間重剛氏行政主席に任命された。」

　1956 年 11 月 13 日「海外移民送出計画審議会において，無縁故者の南米行農業技術移

民を送出すに必要な渡航費の [ を ] 貸付るように決定した。」1956 年 11 月 13 日「琉社移

第 75 号で軍用地立退者を海外へ移民させるについて，宜野湾村伊佐浜部落住民の事例を

挙げて，行政主席から首席民政官あて，軍用地関係移住資金を海外移住の資金に充当する

よう要請した。」1956 年 11 月 24 日「ペルー移民渡航 50 周年に関する祝辞を社会局長か
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らペルー沖縄人会長あて送付した。」

　1957 年（昭和 32）1 月 7 日「軍用地立退者読谷村佐久川，謝花 2 家族 13 名をアルゼン

チンへ農業技術呼寄移民としての渡航費融資でテストケースとして送出した。」1957 年 1

月 25 日「同日付で日本海外協会連合会長坪上貞二氏から琉球海外協会長稲嶺一郎氏あて，

ブラジル国への農業技術呼寄移民について沖縄からの渡航手続事務の進行方について書簡

があった。」

　1957 年 2 月 10 日「在ボリビアコロニア沖縄農業組合連合会長新里文徳氏から社会局長

あて，米国陸軍省から移民地の視察があったので，次期移民の受入及び家族呼寄などにつ

いて連絡があった。」1957 年 2 月 14 日「同日付琉社移第 10 号でブラジル行第 1 次移民青

年隊員 30 名の『輸送途中及び到着後の保護方について』那覇日本政府南方連絡所長あて，

主席書簡の米国民政府へ取次方依頼したのに対して，2 月 20 日付で米国の外交筋に通知

してあるからその必要がない旨回答があった。」

　1957 年 2 月 17 日「ブラジル行第 1 次移民青年隊員福島薫以下 30 名について，教育訓

練を 11 日間実施すると共に渡航費を融資をし，2 月 17 日那覇からロイヤル汽船ルイス号

で官民多数の激励の辞と見送を受けて勇躍壮途に就いた。」

　1957 年 2 月 18 日「同日付で南米移民地調査員 3 名の派遣について，首席民政官あて照

会に対して，2 月 20 日付で承認する旨，民政府から回答があった。」1957 年 2 月 18 日「サ

ンタクルース沖縄農牧産業組合代表赤嶺亀氏から旧ウルマ耕地への移民導入について協力

方の主席あて [ に ] 要請があった。」1957 年 3 月 2 日「在伯沖縄協会創立 5 周年に当り，

主席メッセーヂを送付し，移民受入について協力方を依頼した。」1957 年 3 月 3 日「南米

移民地調査員として，移民課長玉木芳雄氏，海外協会理事松田柳春氏，同主事宮平弘志氏

3 名を 90 日間の予定で空路出発した。」

　1957 年 3 月 5 日「ハワイ派遣移民農業研修生吉田正善以下 4 名空路帰還した。」1957 年

3 月 7 日「南米拓殖株式会社の外貨割あて申請について副申したのに対し，3 月 18 日付副

民政官ギーリス氏から主席あて，同会社の事業について政府が財政的に保証を与えない限

り借款及び外貨割あてを受入れない旨回答があった。4 月 8 日付で調査員派遣に必要な外

貨割あて申請に対し，5 月 7 日付及び 5 月 9 日付書簡で民政官あて副申した。5 月 17 日付

で 90 日間分を 1 日に付き 10 ドルの割合で外貨割あてを許可する旨回答があった。」

　1957 年 3 月 14 日「南洋帰還者会長仲本興正氏からニューギーニアビアグ島から移民導

入の交渉があるので受入調査及び接渉 [ 折衝 ] の為に調査員派遣について請願があった。」

1957 年 3 月 18 日「ブラジル行第 2 次移民青年隊新城一夫以下 70 名を面接選考によって

候補者に決定した。」1957 年 3 月 28 日「移民金庫法一部改正する立法勧告について，民

政官あて承認方伺いをたてたが，4 月 10 日付で政府案に異議のない旨回答があった。」
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　1957 年 4 月 4 日「南米派遣中の移民調査員から『年間 3,000 名受入可能，予算措置頼む

委細文』の電報があった。」1957 年 4 月 18 日「ハワイ大学バロン後藤氏及び 4 月 26 日付

岡本南針氏から社会局長あて，ハワイ農業研修生 3 名の派遣方依頼があった。」1957 年 4

月 22 日「行政主席及び社会局長から北米沖縄クラブ仲村昌広氏あて，派米季節農業労務

者及び割あて移民の促進について協力方を依頼した。」

　1957 年 7 月 17 日「軍用地立退者伊佐浜 10 家族 59 名と，第 2 次青年隊 43 名とをブラ

ジル移民として，ロイヤル汽船ルイス号で那覇港から送出した。」1957 年 8 月 19 日「第 3

次ブラジル移民青年隊 25 名をロイヤル汽船チチャレンカ号で那覇港から送出した。」1957

年 8 月 20 日「社団法人沖縄産業開発青年協会が設立された。1957 年 9 月 17 日「移民金

庫法が立法第 64 号で一部改正された。」

　1957 年 10 月 3 日「中部地区 14 ヶ市町村長から行政主席及び社会局長あて，南米拓植

株式会社計画による移民送出しについて，移民金庫への政府出資金の増額方について要請

があった。」1957 年 10 月 14 日「在亜沖縄連合会長大城正雄氏から社会局長あて，パラグ

ワイ移民について，沖縄から年間 50 家族程度送出し可能な旨連絡があった。」1957 年 10

月 16 日「在パラグワイのフラング・ジェイ・ウィエンズ氏及び同国のカッフェ会社クラ

レンス・ジョンソン氏あて，移民促進について社会局長から書簡を送付した。」

　1957 年 10 月 22 日「移民金庫理事兼事務局長知花弘治氏，同監事山川宗道氏が南米移民

調査のため 4 ヶ月間の予定で，ロイヤル汽船チチャダネ号で那覇港から出発した。」1957

年 10 月 22 日「ボリビア計画移民 214 名（第 4 次）が同船 [ で ] 出発し，12 月 24 日全員

無事入植地へ到着した。」

　1957 年 11 月 1 日「社会局長山川泰邦氏が辞任し，新局長に伊豆見広俊が任命された。」

1957 年 11 月 15 日「移民受入事務委託費として，在ボ国コロニア沖縄農業協同組合連合

会へ 26 万 1,498 円，同年 12 月 2 日付で在伯沖縄協会へ 15 万円，在亜沖縄連合会へ 4 万 9,998

円をそれぞれ交付する旨伝達した。」

　1957 年 11 月 20 日「在亜沖縄連合会長から『亜国が日本人移住者を 5 ヶ年間に 400 家

族を毎年 80 家族あて入植させる』移民計画について，沖縄からの割込み可能な旨連絡が

あった。」

　1957 年 12 月 7 日「第 2 回移民促進大会を琉映本館にて 34 団体の参加を得て開催した。」

　1957 年 12 月 11 日「同日付琉社移第 126 号で，行政主席から首席民政官あて，海外移

住者への外貨割当については，戸主が 1,000 弗までで，家族成人 500 弗まで，未成人 250

弗まで増額するよう請願した。」

注

1）石川友紀（2021）「戦後琉球政府における海外移民政策の歴史と実態（１）」『移民研究』

第 17 号，pp.61-72，沖縄移民研究センター。　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（いしかわ　とものり・琉球大学名誉教授・地理学）

73-82石川資料   82 2022/05/10   14:42:04


